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　ウルグアイ・ラウンドが終了し，WTOが発足して，世界市場の統合がいっそうすすんだと
認識されている。GATrの発足の背景としての国際関係を理解する上で，　ITOの流産，すなわ
ち，ハバナ憲章の批准がえられなかった過程が語られていた。そしてその理由として国家利益
の擁護，とくにアメリカの利益第一主義が，アメリカの議会に根強くのこっていたこと，さら
に本来アメリカには保護貿易主義が貿易政策の理念として強力な潮流を形成していたことが強
調されてきたのであった1）。
　しかし，今回，WTOの発足により，国際的に自由貿易主義の貿易政策理念が，　GATrより
もより完備された国際機構として整備され，機能しはじめることになった。そしてアメリカは
いち早く，これを批准したのである。アメリカの利益はどのように理解され，認識されてきた
のであろうか。
　IMF・GATr体制が発足した当時の世界経済における資本主義の発展段階とWTOが発足す
ることになった現代資本主義のそれとの問には，一定の変化がおこっていることが，さまざま
な側面で確認されている。
　第1にあげられる変化は，IMF体制の成立とその崩壊にあらわれている。アメリカの国民通
貨ドルを国際決済のための基軸通貨として国際貿易のために流通させようとする国際通貨体制
が成立した。このような制度がアメリカを中心とする国際協調体制を基礎にできあがるにはそ
れなりの歴史的条件が必要であった。戦争によって荒廃した世界における唯一の工業国家とし
てのアメリカ，世界の貨幣用金のアメリカへの偏在，通貨の価値が金によって保証されるよう
にみえる制度をもっていたアメリカ等，要するに覇権国家アメリカの存在が，そこにあった。
したがって，アメリカを中心とした協調体制，つまり，アメリカ体制2）ができあがったので
1）板垣文夫「国際機構の役割」（町田実監修「国際経済』第2巻国際経済の政策，中央経済社，1982年）参照
118 一『明大商学論叢』第79巻　第3・4号一 （414）
あった。
　そのこ，この通貨体制は，固定相場制から変動相場制への移行により，本質的変化をとげる
のではあるが，しかし，自由な為替取引をともなう国際通貨体制の維持，通貨協力の強化など
は，国際貿易の拡大・発展とそれを保証している多角決済制度の役割をいっそう確実なものと
している。ここでの変化の特徴をみると，覇権国家の後退と，G7とよばれる先進国グループ
の出現である。この先進国グループが，国際通貨の価値維持とそのための協調体制をつくりあ
げている。いいかえれば，G7以外の国ぐにを国際通貨体制から排除し，先進7力国が国際通
貨体制を管理・運営し，他の国ぐにには一方的に国際収支均衡化義務とおしつけている。
　こうしてみると，戦後国際経済のなかで，先進諸国間での不均等発展がすすみ，アメリカの
覇権国家としての地位がくつれ，先進諸国の協調体制の再編成が進行し，アメリカ体制から
「サミット体制」へと変化し，同時に他の国々の国家と本質的に区別される国家群が出現し，
他の国ぐには，この体制の支配下におかれることになった。その支配の体制の特徴は，国際金
融市場の役割において，確認することができる。
　ヨーロッパに滞留して，アメリカへ還沸しなくなったドルを中心に発達したユーロカレンシ
ー市場は，多国籍企業の世界的展開やオイルダラーの還流のための機能としても重要な役割を
果たすものとして発展・展開して世界各地にオフショア市場として24時間取引を実現してい
る。この金融市場，国境を越えた，さらには国境を無視した自由な市場として機能していると
いう意味では完全に統合された市場である。多国籍企業と多国籍銀行のための市場という意味
では国民経済や国家から離れた存在として国際経済のなかに位置づけられるのかも知れない。
　第2の特徴にうつろう。前項でのべた金融市場を発展させてきたという意味で，経済のグロ
ーバル化をすすめてきた主体としての多国籍企業の発達をあげることができる。企業の多国籍
化，もしくは直接投資の発展という現象は，かつてアメリカ特有のものと思われていたが，
ECの発足と，そこを足場にしたヨーロッパ企業のアメリカへの進出がみられ，多国籍化が世
界的広がりをもって確認されるようになった。
　多国籍企業という概念は，単に企業の海外への進出という意味合いでつかわれているわけで
はない。世界市場に直接生産拠点をおき，そこでの生産物を世界市場に供給する企業の出現で
ある。これを資本の国際化といい，また生産の世界化という。企業という個別資本の現象形態
が，国家・国民経済の枠組みのなかで与えられているにしても，その活動領域や資本の運動の
過程，再生産の過程が，国家・国民経済を越えて実現している3）。
2）木下悦二著「現代資本主義の世界体制」岩波書店，1981年参照
3）佐藤定幸著「多国籍企業の政治経済学」有斐閣，1984年参照
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　このような資本の運動が，一方では，国際金融市場の働きをも前提にし，また他方では，国
家自身が自由化をすすめることによって，企業の多国籍化を実現しているのである。この多国
籍企業の発展ということを内容にした国際経済の発展・拡大が，1970年代以降に実現し，発
展途上国への進出も顕著にみられるようになったのである。
　第3の特徴は，ヨーロッパにおける経済統合の実現ということであろう。このヨーロッパの
経済統合は，アメリカからのマーシャル援助が切っ掛けになったのではあるが，ヨーロッパ資
本主義の新しい発展段階に必要な市場をつくりだした。それは，ヨーロッパ関税同盟として出
発したことに端的にあらわれている。関税同盟は近代国家の成立のための国内市場の統合のた
めに重要な役割を果たした。これは市場統合のための最も効果的な政策ということができる。
自由貿易連合といった地域市場形成では，共同市場の形成でみられるような市場統合の効果を
発揮することはできない。ヨーロッパの市場統合は，こうした意味でも資本主義の新しい発展
過程を示すものとして注目されるのである。かつて歴史上近代国家の下部構造としての国民経
済をつくりだすための国内市場の統一におけるような位置づけでヨーロッパ市場の統合をみる
わけにはいかない。すなわち，ヨーロッパ諸国が近代国家として成立し，それぞれが自立した
国民経済を基盤にしている以上，ヨーロッパ連合を国家とし，その下部構造として統合された
ヨーロッパ経済へすすんでいくわけにはいかないのである。　　　一
　それにしても，この市場統合がヨーロッパの諸資本にとっては重要な意義をもっていたので
ある。ヨーロッパ諸国の貿易において域内貿易が，総額の半分を占めるようになり，しかも各
国の貿易依存度も高まっていった。貿易依存型の経済成長によって戦後の世界経済における高
度成長のセンターとなったのである。このヨーロッパ市場を4）基盤にアメリカ多国籍企業の
いっそうの展開がおこり，さらにそれにつづいて，ヨーロッパ多国籍企業のアメリカ進出がお
こり，いわゆる多国籍企業の相互乗入れの実現となったのである。
　第4にあげられる特徴は，発展途上国の出現とその資本主義市場経済の発展である。植民地
体制の崩壊と同時にパクス・アメリカーナが成立した。パクス・アメリカーナとパクス・ブリ
タニカとの本質的相違がここにある。かつての資本主義世界経済の発展の基礎としては，植民
地体制におかれていた。植民地経営によって得られた富が，国際金融市場にながれこみ，資本
主義先進諸国の繁栄をつくりだしていた。この体制がくつれ，発展途上諸国が出現し，それぞ
れが国民経済を形成し，世界市場に参入して国際経済関係をつくりだしてきた。
　この第三世界の形成は，国際経済関係のなかでは，77力国グループ（G77）という形で，パ
クス・アメリカーナのなかで，一般特恵制や一次産品共通基金などの諸制度や地域経済協力の
4）木下悦二・田中素香編「ポスト冷戦の世界経済」文眞堂，1992年参照
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形態をつくりだしはしたが，国際経済秩序の改革には至らなかった。そしてこの発展途上諸国
のなかでの分化がおこり，アジアNIESとして認識されるような諸国，すなわち，一定の自立
性をもった資本主義的発展の過程をすすんでいく，新しい国民経済を基盤とする諸国家が出現
したのであった。これら諸国は，その資本主義生産様式の発達過程において，歴史的にも，ま
た社会経済的にも従来，すでに先進諸国として確認されている諸国家とは異なるものとして認
識されている。そして，このような諸国の出現によって，第三世界における開発過程のもっと
も高い評価の与えられるべきモデルとしてこれから多くの教訓をひきだし，一般化への努力を
すべきことが主張されたりもしている5）。
　つぎに第5の特徴としては，1970年代に急速にすすんだ科学技術革命をとりあげねばならな
い。新たな電子工学の発展は，情報に関する概念を根本から変革するものとなった。まさに情
報を支配するものが世界を支配するとまで言われたりもするのである6）。商品の生産過程にお
いての数値制御の工作機械や作業ロボットの出現が労働過程のあり方を変え，剰余価値の生産
過程および利潤率の内容を変え，多国籍企業の世界戦略に影響を与えている。さらに交通や流
通過程の合理化，経営形態，社会組織にまで影響し，国際金融市場の機能を発展させて，金融
支配の経済構造をつくりだしている。
　国民経済の枠組みを越えて発展している社会的生産諸力は，国際金融市場を通して統合され
た世界市場を基盤にした再生産過程をつくりだしている。剰余価値の資本化は，一方で，広大
な地域における貧困と飢餓をつくりだし，第三世界での自然破壊をすすめているが，他方では，
24時間休むことなく国際金融市場が働き，金融商品化した剰余価値の売買がよりいっそうの
富の集積を金融資本の手にゆだね，その反映としての先進諸国の一部の部分に繁栄の不夜城を
つくりあげている。
　第6の特徴として，最後にGATrからWTOへの貿易秩序における転換をあげることができ
る。WTOの発足は，自由貿易を保証・発展させる枠組みとして，たしかにGATrよりも強力
であるということと同時に，世界市場における発展段階の相違によって生じている各国の国家
的利益が制限されていることに注目しなければならない。すなわち，商品貿易のほかに，サー
ビス貿易においても自由貿易主義が適用されるということは，自国における自立的な科学・技
術の発展が阻まれていることに注目しなければならない。また一次産品輸出国や資源所有国の
利益や権利が充分に保証されていない。
　このようにして，先進諸国，とくに多国籍企業の自由な活動がいっそう広い範囲にわたって
5）絵所秀紀著「開発と援助」同文舘，1994年参照
6）　7乃θEcono〃tiSt，　Sept．28tn　1996
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保証されているのがWTOの特徴となっているのである。自由貿易主義が商品貿易のみならず，
サービスにも及び，知的所有権の商品化，さらに金融商品の世界市場における自由な取引が実
現し，ブルジョアジーの世界的活動の展開と，その支配領域の拡大が一挙に実現することとな
った。
H
　前項において，世界市場において最近おこっている諸変化をいくつかにまとめて，列挙して
みた。全体を通じて言えることは，第2次世界大戦後成立したパクス・アメリカーナが，1970
年代に変化しはじめ，1990年代に入るとその変化が決定的になり，国際経済秩序の再編成と
絡んで，変化の過程やその内容，さらにその本質と現象などについても論じられるようになっ
てきた。その論点をたどりながら，現象的にあらわれてきている事実関係に対する整理を試み
てみたいと思うのである。
　1980年代を境にして，世界経済の多くの局面において明確な変化があらわれてきたが，こ
れらをまとめて，グローバル化という特徴づけをおこなうことによって表現することが定着し
てきているように思われる。今年のリヨンサミットの経済宣言は，グローバル化という用語が
多用されていて，その典型であるように思われる。その前文で次のようにいっている。
　「今日の相互依存の世界においては，経済の成長と発展は，グローバル化の過程と深く結び
ついている。グローバル化は，我々のみならず，ほかのすべての国にとっても将来への大きな
機会を提供するものである7）。」
　現代資本主義の新たな成長や発展が，グローバル化の過程を促進することと深くかかわって
いるとの認識が，ここに表明されていて，資本主義先進諸国は，そのような方向を目ざし，さ
らにグローバル化を促進するための諸政策，諸手段等を実行しようとしているように理解され
る。さらに発展途上諸国の開発過程との関係においても，このグローバル化と結びつけてつぎ
のようにのべている。
　「新たなパートナシップは，その発展段階がいかなるものであれ，すべての開発途上国が，
グローバル化の恩恵を分かち合い，それに参加することができるようにすることに狙いを定め
るべきである8）。」
　発展途上諸国は，その国の経済的開発過程を国際経済関係のなかでの南北問題を構成してい
る課題として位置づけ，開発過程の促進に努力してきた。換言すれば，国連における開発の
7）8）　「日本経済新聞」1996年6月30日
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10年計画にもとつく，南北間の協力において，南北問題の解決として，南側の開発問題が位
置づけられ，こうした視点から開発戦略が提起されていた。ところが，「新たなパートナシッ
プ」が，今や求められるようになったことが，ここで明言されている。それが，グローバル化
の促進ということである。グローバル化を促進することに，南北間が協力すること，グローバ
ル化のための「健全で一貫した社会・経済政策」を発展途上諸国の国家が採用することが要請
されている。
　このようにして，現実の国際経済関係は，先進諸国のみならず，発展途上諸国をもまきこん
で，グローバル化の促進という一色にぬりつぶされたものになっているし，そのような諸関係
の再編成にむけて一貫した政策がとられているということができる。
　ところで，グローバル化といい，グローバリズムという用語のもつ内容は何を指しているの
であろうか。
　「情報工学とグローバル化は，たしかに，企業や労働者，さらに政府にとって，きわめて大
きな係わり合いをもつことになるだろう9）。」
　エコノミスト誌の考察は，このようにのべて，グローバル化が，情報産業，情報化社会の出
現といった技術革新，（シュンペーターにならって，1980年代以降を第5の長期変動期に入っ
たとしている）と結びついているものとの認識にたっている。つまり，新しい生産力の発展が，
この情報工学の発展によってもたらされつつあるが，このことが企業のあり方，経済制度の仕
組み，市場の形態を変えつつあって，その特徴がグローバル化であるということになったので
ある。
　ところで，この議論では，グローバル化をすすめている主体が欠けている。現象として
1980年代に顕著になってきた情報化社会のあり方は経済のグローバル化と深くかかわってい
る。「1960年には，大陸間電話回線は，138であったが今やファイバーケーブルで，同時に150
万会話が可能となった。…略…また外国為替取引は，1日に1兆3000億ドルにふくれあがって
いる。国境をこえた債券や証券の取引は，1970年のアメリカでのGDPの3％から1995年には
それの136％にまで急上昇している10）。」
　ここで指摘されている諸現象は，グローバル化を示す現代資本主義の特徴的なものとみるこ
とができる。このような情報化の諸手段は，電子産業の発達からえられ，商品の生産過程にも
適用されて，独占体相互の競争を激化させ，社会的生産力の急激な上昇へと導いている。この
ようにして，それらの現象をひきおこしている主体，すなわち，諸資本の活動が認識され，多
国籍企業の姿がグローバル化の実像として認識されるのである。
9）　10）　　TぬθEconomiSt，　Sept．28th　1996
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　「経済のグローバリゼーションは，基本的には今日の経済を支配する多国籍企業・銀行に主
導されて展開されている。この点を考慮するならば，この流れを逆転させることは，かなり難
しいようにみえるが，では国家や国民経済・国民統合はどうなっていくのか。少くとも国家の
機能もそれなりに低下していかざるをえないであろうが，その時に果たして資本主義の社会・
体制は安定を維持していけるのか，それとも活性化していくといえるのか。恐らくは社会が不
安定化していく可能性が高いのではなかろうか。とするならば，結局は国家機能が再強化され
ていって，いずれグローバリゼーションの進展にチェックが，かけられていくことになるのか。
それとも先進諸国は，ますます地域主義的統合を追及して，あるいは国際協調を積み重ねるな
り国際経済機構を強化するなりして，グローバリゼーションの進展に対処していくことになる
のか。どちらにしても，今や国民国家の存立は大きく揺り動かされてきている11）。」
　ここでは，グローバル化の主体が多国籍企業であること，グローバル化の過程で国家による
規制が必要であること。しかし，この国家の存在は，グローバル化という過程とは，矛盾して
いることなどが問題としてとりあげられている。そして結局のところ，「今や国民国家の存立
は，大きく揺り動かされてきている。」と結論づけているのである。
　国民経済や国家の問題は，多国籍企業の出現とともにとりあげ，論じられてきた。そのよう
な意味では，多国籍企業と国家・国民経済という課題は，別に1980年代以後というよりも，
すでに論点は様々に論じられている。すなわち，企業内国際分業，移転価格，産業の空洞化，
等々においてみることができる。したがって，グローバリゼーションを多国籍企業と国家の問
題に，収敏させてしまうわけにはゆかない。多国籍企業によってすすめられているグローバリ
ゼーションは，世界経済の発展に新たな段階を規定しているのではないだろうか。
　「基軸通貨国の債務国化は，歴史上にもいまだ経験のない事態の出現なのである。いわば
「債務帝国主義」とでもいえる体制の下に，先進諸国がすっぽりと組み込まれてしまった。も
っともそうした体制の下で，多くの先進諸国が流入するドルを利用して著しい対外進出を果た
し，債権国としての地位をも強化してきたのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　……・（略）………
　この経済統合の推進主体である多国籍企業・銀行にとっては，通貨不安の中ではますますリ
スク回避のための運動の展開が不可避となってきている。だがそれはリスキーだが巨大な収益
源ともなっている。「デリバティブ」（金融派生商品）の取引はますます膨れあがって，92年
末には取引残高は実に17兆ドルにもなるという。それはそれでこのグローバリゼーションを
11）奥泉清「経済のグローバリゼーションと国民国家」（奥泉清・佐藤秀夫編著「90年代の世界経済」創風社
　1995年，258～259ページ）
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さらに加速化させていく要因となろう12）。」
　ここでは，過剰ドルが注目され，金融資本とその構造的特徴とその支配構造を帝国主義とし
て定義づけている。基本的には多国籍企業によってつくりだされた社会的生産力の発展が基礎
にあって，国際金融市場の機能がグローバル化を促進している。
?
　前項では，グローバリゼーションをキーワードとして取りあげ，いくつかの議論を紹介して
きた。だがグローバリゼーションは現代資本主義の諸局面の特徴を表現しているにしかすぎな
い。換言すれば，現代世界経済の諸相のもつ特徴でしかすぎないともいいえるのではないだろ
うか。1980年代以降，現代資本主義に本質的な変化がおこり，新たな段階の世界経済をつく
りだしつつあるとすることができるのだろうか。本質における転換を構造変化の中に把握する
ことができるとも言われている。
　「諸変数の安定した関係と支配的事実の継続が失われることは，世界経済に構造変化が生じ
たことを指示する。60年代に盛んであった経済成長論一そこでは成長は時間変化の問題と
してのみ扱われる一に代わって，70年代以来，ロストウ（Rostow，　W．　W．〉アンガス・マデ
ィソン（Maddison，　A）レギュラシオン派などの研究にみられるように歴史的な，つまり不可
逆の非反復的な構造的変化に注目が寄せられるようになった。
　だが，構造変化についての研究は，今日まで支配的と呼びうるような仮説を生みだすにはい
たっていない。その理由はおよそ2点にまとめることができるであろう。第1は，構造変化が
未だに継続しており，安定した新しい歴史的構造が確定していないことにある。構造変化の帰
趨が明確になってはじめて，あるヴィジョンと分析が支配的な通説として受容される。第2は，
経験科学としての経済学が，構造変化にたいしてもつ弱点に深く根ざしている13）。」
　構造変化についての仮説があらわれていない。すでに現実には，構造変化が進行していると
いう認識がまつもって，重要だという指摘のようにおもわれる。構造変化がおこっていること
は，確実であるにもかかわらず，そのような認識に疑問をもつものは，その認識の方法に何か
欠点があるとの指摘である。構造変化は確定的な安定した歴史的構造をつくりだすにはいたっ
ていないが，すでに不安定ではあってもそのような試みは多くなされているというような視点
にたって現実に対する認識を深めなければならないのである。
12）同書，270ページ
13）佐々木隆生「現代世界経済論の課題と方法」（村岡俊三，佐々木隆生編「構造変化と世界経済」藤原書店，
　1993年，14ページ）
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　「世界経済拡大均衡の経路の問題は，その中心に，IMF－GAIT体制に代わる国家間経済関
係がどのように形成されるのかという問題を包摂している。中でも，世界の国内総生産の半ば
を占めるG3，つまりアメリカ，ドイッ，日本の三国，あるいはこれら諸国にイギリス，イタ
リー，フランス，カナダを加えて，世界国内総生産の60％以上を占めるG7やアメリカ，日本，
ECの三極がどのような合意と緊張とをもって世界経済に制度的なり政策的な枠組みを与えて
いくのかという問題が決定的位置を占めるのであろう14＞。」
　覇権国家が相対化して，先進諸国の国際協調に質的な転換がおこっている。しかし，先進諸
国が依然として世界経済を管理している。そこでは，国家が単位で，国際協調によって政策に
おいて共同，又は連帯といった政策協調はもちろんであるが，各々の国家をこえた局面を世界
経済のなかにおいて意識的につくりだすことによって，現在提起されている国際経済における
管理を実現することはできない。すなわち，各国が各々のもっている国家の機能，及び権力を
国際機構とか，国際機関といった国家にとってかわる機関（機構）が必要とされるようになって
いる。
　ところで，国際協調という現象が，重要な役割をはたしているが，その結果として，国際機
関（機構）又は組織といった形態をとって国家と異なった役割を国際経済関係において果たす
分野，領域が広がり，重層的諸関係をつくりつつある。そして，この傾向には，二つの傾向が
みとめられるように思う。ここでも指摘されているように，世界の国内総生産の60％をしめ
ている先進7力国によって構成される機構や組織は，世界市場における支配的“力”をもって
いるが故に，国際経済関係を管理する能力をもち，その機能を果たすことになっている。そし
てこの国際経済関係の管理ということの具体的表現が，もっとも世界的に統合されている国際
金融市場において実現しているのである。しかしこのような国際経済関係の管理・運営に批判
的な勢力も存在しているのであって，これがもうひとつの傾向として，諸国家群を形成し具体
的機構や組織をつくりだしている。これらの機構や組織は，世界市場を支配する“力”を大体
においてもっていない。したがって，先進諸国において管理されている国際経済関係に対して
秩序の変更をせまるにしても，それはほとんど実現しない。しかし，国家群を基礎にして，
様々の機構や組織をつくりだすもうひとつの傾向をつくりだしているのであり，現実の国際関
係は，この二つの傾向によってつくりだされているのである。
　ところで，問題は，国家認識と国家の論理的位置づけであるが，「世界市場としての市場社
会は，余りにも抽象的一市揖社会という模型から遠い存在である。何よりも世界市場は，大小
様々の限られた数の国民国家群による市場社会の分断を与件としている15）。」
14）佐々木隆生「国際協調と国民国家」（同書，324ページ）
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　たしかに，抽象的一市場社会から遠い存在として世界市場は把握されるのであるが，しかし，
世界市場は，個々の具体的労働に世界性を与えることによって，それを社会的で一般的な労働
という性格をも与えることになり，国民経済の枠をこえた，つまり国民的性格にとどまらない
で，よりいっそう言葉の正しい意味での一般性をかちとることになるのである。ところが，資
本主義世界市場は，国民国家による分断をうけざるをえない。このように認識されていたので
あるが，資本主義の発展は，このような認識にとどまっていることを許さないような現実をつ
くりだしているのである。すなわち，それが構造変化なのである。
　「現在求められている国際協調，あるいは世界経済の管理の課題の主内容を概観し，それが
国民国家を基礎とする既存の国際関係と内部の相互依存を深化させた世界経済との間の緊張関
係を著しく増大させることを指摘し，近代国民国家や国家系という国際関係の基本的枠組み自
体を揺るがす国際関係の構造変化を準備していることを明らかにしておくことにしよう16）。」
　国民国家によって国際経済関係がつくられ，その枠組みが，国民国家を発展させ，そのこと
を通じて，国際経済の発展もまた形づくられてきたのであったが，「経済が，相互依存を深め
ながら，あるいは世界経済という単位で自立的に完結していながら，政治的には国民国家が自
律的単位であることの緊張関係が増大するであろう17＞。」（傍点は引用者）
　したがって，国家の権限を縮小し，世界経済が要求するような，世界経済の要求に合致する
ような機構・組織を国家から分離する形で，創りださなければならないのである。国家という
古い形態にこだわることなく，新たな経済の発展がもとめている政治形態をつくりだすことの
必要性が強まっているのである。ここでの論理をたどってみると，国家が重要な位置を占めて
いる。すなわち，資本主義世界経済の発展に対応して，国家が国際協調という形態をとって
個々の国家の権限の縮小という方向を追求しはじめる。この追求の過程が構造変化の過程であ
り，国家の自立性を否定していくことになるのである。
　ところで，ややあいまいにされていた構造変化をひきおこしている“力”について，より明
確にした議論にも目をむけなければならない。「相互依存を深めた世界経済」や「経済が相互
依存を深めながら」と言われている相互依存という状況が構造変化を促進している主体となっ
ている。しかし，変化をひきおこすには，それなりに“力”の存在，又は“力”の作用といっ
たものを必要としているように思える。
　「欧州・北米での近隣諸国と途上国をまきこみながら進む先進国間経済統合の進展は，疑い
もなく現代世界経済に特有な方向である。だがそれを基本方向ということはできない。なぜな
15）同書，28ページ
16）同書，351ページ
17）同書，352ページ
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ら現在の世界経済にはさらに経済統合過程そのものの動きを規定している基底的な動きが存在
するからである。それはほかならぬ多国籍企業の直接投資等による世界大での展開である18）。」
　多国籍企業が直接投資によって，しだいに巨大化しながら，世界市場にその経営活動を展開
している。この資本の“力”こそが新たな世界経済をつくりだしているのである。国民経済の
規模をこえるほどの生産高をあげる企業がその経営戦略によって市場をコントロールすること
ができる。こうした独占化の傾向は，すでにカルテルなどの形態によっても確認されてきたの
であったが，多国籍企業の決定的な相違は，グローバルな経営戦略と，行動様式にあるといえ
よう。
　「かくて多国籍企業の国際企業間関係一産業一政府の経済政策のベクトル（グローバリゼー
ション＝世界化）が，世界経済の方向を規定する基本基軸として位置づけられ，そのなかで地
域統合が進行していくという構図を描くことができる。筆者は，地域統合化を含む，より広い
内実をもつ世界化のこの過程を世界経済の「融合化」と規程しようと思う（このアプローチは，
方法論としては，世界経済分析は各歴史的段階での主要なアクターである企業の集積・集中の
水準とそれが保持する経済諸手段の機能の分析を出発点に据えるべきであるとの考えにもとつ
いている。）
　先進諸国多国籍企業の融合化は，先進国間の経済の一体化を進めるだけではなく，発展途上
諸国をも包摂しながら進行している。だがその際，留意すべきは，日・米・欧の多国籍企業の
進出は文字どおり世界的でありながらも，地域的に一定の重点が存在することである19）。」
　多国籍企業がグローバルな経営戦略を展開し，そのことが経済の融合化をすすめている。多
国籍企業がすすめているこの融合化過程が，世界経済の基本的方向を決定しているのであって，
その現象としてグローバリゼーションがおこっていると理解することができるる。資本の集
中・集積が新たな段階に入っているという認識をしなければならない。多国籍企業によって実
現している資本の運動は，「生産有機体」としての性格をもっていた国民経済を空洞化させて，
自立した国家の役割や機能を損うような状況をつくりだしている。こうして国家を経ないで，
資本の運動が，世界市場において，直接的に融合するという状況（状態）がつくりだされてい
るということができる。すなわち，世界市場の統合が一段とすすんだのである。
　「マルクス経済学者たちもまた，下部構造（生産力とは生産関係の総体）・上部構造（その
一部としての国家）の一体化を前提においてきたためか，「自立的国民経済＋国家」の国際的
関係＝世界経済の図式を疑うことに遅れをとってきた。ここから発達した国の問の分析では，
18）杉本昭七「現代世界経済の融合化法則と日本の融合過程」（杉本昭七編著r現代世界経済の転換と融合」同
　文館，1993年　4ページ）
19）同書，4～5ページ
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対立面にもっぱら焦点があてられて，経済の相互「絡み合い」の側面は脇に置かれ，また同時
に先進国と途上国との間では，支配・従属の分析はなされても，発展途上国経済の先進国経済
への「包摂」の手段と構造に関する分析は軽視されることとなった20）。」
　資本には，国民性と国際性（もしくは世界性）という二面的性格，ないしは，本質的にその
運動は，国民的であると同時に世界的な局面の二重性をもっていると理解されていた。従って
資本の運動が拡大・発展していけば，当然その二重性がより拡大・発展した形態で現象するこ
とになる。国際金融市場の規模の拡大は，国家による制限をきらい，オフショア化して，多国
籍企業による資本の運動は，国家の制限をきらい，また国家の機能を従属化して，自立した国
家の役割がしだいに縮小していくことになる。こうした事態の進行が，それぞれの国民経済を
相互に滲透させることになり，発展途上諸国の経済は，先進諸国の経済に，包摂されるという
結果をつくりだしていくことになる。国家間の対立や支配・従属がなくなるのではなく，二つ
の傾向が矛盾しながら発展していくのではないだろうか。
　現代の世界市場における発展途上国の位置づけは，従来，南北問題として議論されてきたが，
1980年代からは，経済のグローバリゼーションのなかで，大きく変化した。南北問題，もし
くは，南北関係といった把握の仕方が消えてしまって，個々の発展途上諸国を対象に，世界銀
行の構造調整政策が実行されるか，または先進国の市場圏，もしくは経済圏としてその地域的
枠組みのなかに位置づけられていくといった問題のとり上げ方，ないしは国際経済関係の再編
成がすすんでいる。南側の分化や分裂にもその一因があるにしても，先進諸国の側における南
北問題に対するアプローチに転換がおこったことが最大の要因といえるように思われる21）。
　「経済成長率の低い低所得国は，全途上国人口の55％を擁しながら，デット・サービスの
シエアは7％にすぎない。もはや，今日の世界体制から取り残されてしまったといい切っても
よい。この事実は，そのまま，今日の新しい秩序（しかしNIEOではない）の進行を示すもの
である。確かに南をまきこんだ新たな世界編成過程が急速に進行している。しかし，それは
NICS，　OPEC（石油輸出国）といった中所得国の一部を包摂しただけで，圧倒的多数の低所
得国をその過程から排除して進行したものでしかない。相互依存性の深まりという局面の存在
は否定できないものの，それはけっして，1974年に熱い思いを込めて謳われたNIEOではない
のである22）。」
20）同書，5～6ページ
21）The　South　Commission，7）ie　Challenge　te　the　South，　The　Report　of　the　South　Commission，　Oxford　Univ．　Press，
　1990．
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　先進国中心の世界市場の統合がすすむなかで，かつて，南北問題として，IMF・GATr体制
のなかに発展途上諸国も包摂してきたのであったが，1970年代末から世界経済の再編成過程
がすすみ，発展途上諸国に対する差別化と分断及び再編成の過程が進行したのであった。換言
すれば，「圧倒的多数の低所得国をその過程から排除」していく再編成の過程が先進国によっ
て促進されたのである。
　さて，1980年代に入って，グローバリゼーションという特徴づけがなされて，資本の運動
は，国境の有無と関係なく，つねに地球大に広がって展開されている。その量的拡大は目覚ま
しく，「過剰流動性による市場の爆破は目前にある」23）といわれるほどに達し，危機管理，危
機回避が，先進国にとっても焦眉の問題となっている。このような金融における危機＝カジノ
化24）は，国家の規則をきらって，その市場をオフショア化し，そのことを通じて資本の運動
のグローバル化を追求してきた結果なのであるが，資本は，一方で危機管理を叫びつつ，他方
ではよりいっそうのグローバル化をすすめようとしている。
　このような世界経済の傾向的特質を確認した上で，前項までで，とりあげてきた緒論稿を参
考にしながら，その論点を整理することによって結論にかえたいと思う。
　まつ第1に論点としてとりあげたいと思うのは，帝国主義である。木下教授が，あえて「ア
メリカ体制」という用語法にこだわられたのは，植民地体制の崩壊であり，独占資本主義＝帝
国主義ではないとの認識があってのことと理解している。しかし現在にいたるも，多くの論者
によって，帝国主義という規定がなされている。そこには，先進資本主義諸国，とくにアメリ
カを軸とした支配の体制，搾取の体制，民族抑圧の体制が現存しているとの認識がある。その
あらわれ方によって，「国連帝国主義」25）とか「債務帝国主義」といった規定がなされている。
　問題は，ここでは別の方向から提起されていることも考慮しなければならない。すなわち，
1980年代以降におこっていることとの関連で，つまり世界体制又は国際経済序（これは本質
と現象の関係にあるが）における変化がおこることとの関連で，考察しようとするとき，帝国
主義という概念によって，誤った認識へと導く危険性はないのだろうか，ということである。
換言すれば，支配・従属の関係は，もちろん重要な関係として存在しているが，そのほかの関
22）本山美彦著『国際金融と第三世界』三嶺書房，1987年，147ページ
23）同書，123ページ
24）Susan　Strange，　Casino　CapitaliSm，　BlackWell，1986。
25）「国連帝国主義とは，冷戦40年を通じて一国帝国主義としての実体さえ危うくするアメリカが，依然とし
　て振る舞える「国連」という新しい名分と機構を（またもはや自立の帝国主義たりえない戦後の欧＝日も
　便乗しうるそれを），ほかならぬ上述の三要因の己が支柱への組み込を通じてうちだしたものにほかならず，
　その意味からそれは，「冷戦後」の世界に必然的で，典型的な帝国主義の存立形態だといえよう。」（南克巳
　「湾岸戦争と国連帝国主義」経済理論学会有志『湾岸戦争を問う』1991年，23～24ページ）
130 一『明大商学論叢』第79巻　第3・4号 （426）
係で見落としてはならないような現象あるいは“力”が働いているのではないだろうか。かつ
て，世界体制としての帝国主義認識の重要性について強調したことがあったが26）第三世界が
世界経済の発展において中心的役割を果たしているといった事態がつくりだされている。そこ
での資本主義的発展が，経済のグローバル化の背景に存在し，独占的諸資本がその活動領域を
地球大に拡大しているとはいえ，その支配は，相対化し，流動化している。帝国主義体制が変
化し，過渡的形態へと移行しつつあるようにもみえる。
　第2の論点は，国家をめぐる問題領域にあるように思える。国民経済か世界経済（国際経済）
かといった二者択一的な問題提起はもはや誰もおこなっていない27）。だが世界経済認識にお
いて，国家又は国民経済をどのように位置づけ，世界経済のもとに包摂するのかというとき，
議論は多岐亡羊の様相を呈しているようにも思える。
　多国籍企業の展開過程は，国境を越えて，国境を無視して，グローバルな事業展開をおこな
う。また国際金融市場は，オフショア化して，国家の規制にとらわれず，取引が実行される市
場となっている。こうして「融合化」の過程が進行している。このような国家や国民経済を無
視した国際経済関係が出現し世界経済化がすすんでいる。この過程をも含んで世界経済がなり
たっているが故に構造変化が進行しつつある過程として把握されることになっている。
　ところで，多国籍企業という形態であらわれている独占資本の動きは容易に認識されるので
はあるが，これら資本群は，国家権力を利用しながら国際的に展開している。しかも世界銀行，
IMF，　G7といった国際的機関や組織を利用しているのであって，国家が否定されるような方
向性を示しているわけではない。現在の国際経済関係のなかにあって，金融寡頭制が形成され
ているのである。したがって，このような支配の体制が抜けおちてしまう論理には問題がある
ように思える。問題は，諸資本の運動とその絡み合いがどのような体制や諸国家群の絡み合い
を導きだし，全体としての矛盾の展開が，どのような形態へと導くかということであるが，そ
こに相対化と諸転換の現象がおこり，構造変化へと発展しているという認識が生まれるように
思える。
　さて，第3の論点に移ろう。第3としてとりあげておきたい課題は，発展途上諸国に関する
ものである。現代の世界経済体制において，発展途上諸国をどのように位置づけるのか。また
26）拙著r現代国際経済と第三世界」青木書店，1993年参照。
27）「資本主義は，国民的体制として国境の内部で発展するとともに，国際的ないし世界的体制としても発展
　してきたのであるから，その適切な分析単位は，国民的体制，あるいは世界的体制のいずれか一方だけで
　あってはならない。」（（Tamais　Szentes，7ke　Transfonaation　Of　the　World　Economy　；New　Directions　and　new
　Interests．　The　United　Nations　University，1988一アジア・アフリカ研究所訳「世界経済の転換一激動期の
　世界経済論」学文社，1991年，6ページ）
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どのような独自的役割，または機能をもっているのかということを課題としなければならない。
ところで，この課題は，すでにとりあげた帝国主義や国家の範疇と深くかかわっている。かつ
て南北問題として論じられた時期があって，南北問題の本質的規定として，先進資本主義諸国
の新植民地主義に注目した議論は，依然として帝国主義範時が重要であることを主張した28）。
しかし南北関係をかつての南北問題としては理解されえないとすれば，帝国主義に関しても再
考しなければならない。この両者は，このような論理的に連動しているのである。
　さて，国家範躊及び国民経済との関連でみると，発展途上諸国をひとまとめにする範塒は存
在しないという認識が重要性をましてきている。「南」側諸国の分化がすすみ，噺興工業化諸
国（NICs）の出現がおこっている29）。こうして南北といった把握よりも地域経済圏への動き
に注目するような把握の方がより重要であるという認識も生まれてくる。すなわち，リージョ
ナリズムの台頭である。このような現実をふまえ，発展途上諸国と南北問題という認識方法か
ら，グローバリズムとリージョナリズムへと認識方法における転換がおこっている。ここでは，
国家範暁の相対化がおこっている。このような国家の相対化は，相互依存の深化という状態判
断とも関連している。国民経済が相互に重層化してその依存関係が深まっていくという認識は，
国民経済の融合化へと発展していき，国境を越えて相互に依存し合うのではなく，国境そのも
のの役割の低下，機能低下へとすすみ，経済の枠組みが変化しつつあると認識することになる。
　このような傾向に対立する状況も明確に存在していることも指摘し，注目しておかなければ
ならない。それは，国際収支である。発展途上国の国際経済関係における責任は重く，国際収
支均衡化のための努力，充分な外貨を保有することの義務は，従来よりも重くなっている（自
助努力といわれている）のであって，このことは，国際経済関係においての発展途上国の国家
としての役割や機能がより強化されているという認識にもなるように思われるのである。
　さらに，最近の世界銀行によって実行されている構造調整政策は，国家の役割をいっそう高
めているといっても過言ではない。すなわち，国際経済的局面における国家の役割をきびしく
規制して，国際収支を均衡化させ，充分な外貨を得て，自国通貨価値の維持を義務づけ，こう
した局面を優先させて，財政の均衡化とインフレション阻止のための政策を優先させ，産業補
助，福祉・教育などの国民へのサービスは低くおさえさせている。このような政策を強制した
上で，市場開放・資本自由化の諸政策を実行するのであるから，国家の役割は少しも低下する
ことなく，いっそう強化されたのである。そして政策理念としてのナショナリズムは全く否定
されなければならないという立場なのである。
28）寺本光朗著「新植民地主義と南北問題」大月書店，1978年
29）OECD，1］ie　lmpact　Ofthe　Newly　lndustrialising　Countries，1979，（OECD編
　戦」東洋経済新報社，1980年
大和田恵朗訳）「新興工業国の挑
